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本
会
の
関
谷
博
会
長
（
下
関
市

議
会
議
長
）
は
４
月
５
日
、
既
に

国
会
に
提
出
さ
れ
て
い
る
地
方
自

治
法
改
正
案
の
速
や
か
な
審
議
入

り
を
求
め
る
要
請
に
つ
い
て
、
自

民
党
の
要
職
者
へ
展
開
し
た
。
当

日
は
関
谷
会
長
と
と
も
に
、
全
国

都
道
府
県
議
会
議
長
会
の
山
本
教

和
会
長
と
全
国
町
村
議
会
議
長
会

の
�
橋
正
会
長
も
早
期
成
立
の
必

要
性
を
訴
え
た
�
面
談
先
は
下

掲
。
ね
じ
れ
国
会
の
な
か
法
案
の

早
期
成
立
に
は
、
野
党
最
大
勢
力

で
あ
る
自
民
党
の
協
力
が
不
可

欠
。
し
か
し
、
改
正
案
は
３
月
９

日
に
国
会
へ
提
出
さ
れ
て
以
来
、

審
議
が
進
ま
ず
成
立
の
見
通
し
は

ま
っ
た
く
立
た
な
い
。

地方自治法改正案の審議促進・早期成立について

今国会に政府が提出している地方自治法の改正案にお
いては、長による臨時会の招集、専決処分等における不
適切な運用を是正するとともに、通年会期の導入、委員
会制度に関する条例事項の拡大など地方議会の運営に関
して自主性・自律性を高めることにより議会審議の実効
性を確保し、ひいては住民自治を充実させるための改正
内容が盛り込まれている。
一方、会議への長の出席義務等について一定のルール

を導入するなど議会と長の関係に配慮した内容となって
いる。
今回の改正は、新たな時代の地方議会のあり方を目指

して地方制度調査会等において２年にわたり議会三団体
も参加して議論してきた結果であり、改正法の早期成立
が望まれる。
よって、議会三団体は地方自治法改正案の国会審議の

促進・早期成立を強く要請する。
また、これまで議会三団体が要請してきた地方議会議

員の位置付けの明確化及び政務調査費等活動基盤の充実
を始め、更なる議会機能の強化についても併せて実現を
図っていただきたい。

平成２４年４月５日

全国都道府県議会議長会
会 長 山 本 教 和

全国市議会議長会
会 長 関 谷 博

全国町村議会議長会
会 長 � 橋 正

関
谷
会
長
ら
議
会
三
団
体
会
長

は
「
地
方
自
治
法
改
正
案
の
審
議

促
進
・
早
期
成
立
に
つ
い
て
」
と

題
し
、
三
議
長
会
の
会
長
連
名
に

よ
る
要
望
書
を
携
え
要
請
活
動
を

展
開
し
た
�
要
望
書
は
左
掲
。

自
治
法
改
正
案
は
総
理
の
諮
問

機
関
で
あ
る
地
方
制
度
調
査
会
に

お
い
て
議
論
さ
れ
、
意
見
集
約
を

図
っ
て
き
た
。
３
月
に
提
出
さ
れ

た
改
正
案
は
２
年
間
に
わ
た
る
議

論
が
結
実
し
た
も
の
で
あ
り
、
国

会
で
の
早
期
成
立
が
求
め
ら
れ
る
。

改
正
案
に
は
、
長
に
よ
る
臨
時
会

の
招
集
、
専
決
処
分
等
に
お
け
る

不
適
切
な
運
用
を
是
正
す
る
内
容

な
ど
が
盛
り
込
ま
れ
て
い
る
。

改
正
案
が
成
立
す
る
こ
と
で
議

会
機
能
の
充
実
、
強
化
に
繋
が
る

こ
と
が
期
待
さ
れ
る
。

【
面
談
者
一
覧
�
要
請
順
】

▽
二
之
湯
智
・
自
民
党
総
務
部
会

副
部
会
長
▽
石
田
真
敏
・
衆
議
院

総
務
委
員
会
理
事
▽
望
月
義
夫
・

自
民
党
国
土
交
通
部
会
長
▽
平
井

た
く
や
・
自
民
党
総
務
部
会
長

（昭和３６年１２月２０日第三種郵便物認可）

第1829号４月１５日平成24年
（2012年）

地地
方方
自自
治治
法法
改改
正正
案案
のの
審審
議議
でで

関関
谷谷
会会
長長
がが
自自
民民
へへ
要要
請請

平井たくや・自民党総務部会長に対し要請

関谷博・本会会長
（下関市議会議長）

二
之
湯
智
・
自
民
党
総
務
部
会

副
部
会
長
と
面
談
す
る
本
会
の

関
谷
会
長
。
二
之
湯
氏
は
平
成

１１
年
５
月
に
京
都
市
議
会
議
長

へ
就
任
。
そ
の
年
の
６
月
２３
日

か
ら
１３
年
５
月
２２
日
ま
で
本
会

の
第
５３
代
会
長
を
務
め
た
。

（１） 平成２４年４月１５日 第１８２９号
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地地
方方
行行
政政
委委
員員
会会

１
�
地
方
分
権
改
革
の
推
進

地
行
委
で
は
平
成
２２
年
以
来
、

地
域
主
権
関
連
３
法
の
早
期
成
立

を
求
め
て
き
た
。
３
法
と
は
「
国

と
地
方
の
協
議
の
場
に
関
す
る
法

律
」
「
第
１
次
一
括
法
（
地
域
の

自
主
性
及
び
自
立
性
を
高
め
る
た

め
の
改
革
の
推
進
を
図
る
た
め
の

関
係
法
律
の
整
備
に
関
す
る
法

律
）
」
「
地
方
自
治
法
の
一
部
を

改
正
す
る
法
律
」。
２２
年
の
通
常
国

会
に
提
出
さ
れ
て
い
た
も
の
の
継

続
審
議
を
繰
り
返
し
、
法
案
は
宙

に
浮
い
た
状
態
と
な
っ
て
い
た
。

再
三
に
わ
た
り
地
行
委
が
、
関

係
方
面
へ
要
請
活
動
を
展
開
し
て

き
た
結
果
、
法
案
提
出
か
ら
数
え

１
年
余
が
経
過
し
た
２３
年
４
月
２８

日
、
地
域
主
権
関
連
３
法
は
参
議

院
本
会
議
で
可
決
さ
れ
成
立
。
地

行
委
の
活
動
の
成
果
が
実
っ
た
。

特
に
法
制
化
さ
れ
た
「
国
と
地

方
の
協
議
の
場
」
は
、
地
方
関
係

者
に
と
っ
て
長
年
の
悲
願
と
も
い

う
べ
き
存
在
。
近
代
日
本
に
お
け

る
地
方
自
治
制
度
が
整
備
さ
れ
た

明
治
期
以
来
、
国
側
の
代
表
者
と

地
方
側
の
代
表
者
が
対
等
な
立
場

で
交
渉
の
場
を
持
つ
機
会
は
、
地

域
主
権
関
連
３
法
が
成
立
す
る
ま

で
、
法
に
担
保
さ
れ
た
制
度
と
し

て
存
在
し
て
い
な
か
っ
た
。

法
制
化
さ
れ
た
の
ち
６
月
１３
日

に
は
、
第
１
回
目
の
国
と
地
方
の

協
議
の
場
が
開
催
さ
れ
、
民
主
党

政
権
が
国
の
最
重
要
課
題
と
位
置

付
け
る
「
社
会
保
障
・
税
一
体
改

革
」
を
議
題
と
し
議
論
を
交
わ
し

た
。
自
治
体
関
係
者
に
と
り
、
ま

さ
に
６
月
１３
日
は
国
と
地
方
の
新

た
な
関
係
を
象
徴
す
る
日
、
歴
史

的
な
第
一
歩
を
踏
み
出
し
た
日
と

い
え
る
。

こ
の
ほ
か
第
１
次
一
括
法
の
成

立
を
受
け
、
４１
法
律
に
関
し
義
務

付
け
・
枠
付
け
の
見
直
し
が
図
ら

れ
、
条
例
制
定
権
の
拡
大
が
図
ら

れ
た
。
改
正
自
治
法
で
は
、
議
員

定
数
の
上
限
が
撤
廃
さ
れ
、
議
会

事
務
局
の
法
制
担
当
や
監
査
委
員

事
務
局
が
複
数
市
町
村
で
共
同
設

置
で
き
る
よ
う
に
な
っ
た
。

ま
た
、
第
２
次
一
括
法
が
２２
年

８
月
に
成
立
し
、
１
８
８
法
律
に

わ
た
る
義
務
付
け
・
枠
付
け
の
見

直
し
が
図
ら
れ
た
。
第
３
次
一
括

法
に
つ
い
て
も
３
月
９
日
に
閣
議

決
定
さ
れ
、
国
会
へ
提
出
さ
れ
て

い
る
。

２
�
地
方
議
会
の
権
能
強
化
等

前
号
で
解
説
し
た
と
お
り
地
方

議
会
の
権
能
強
化
に
つ
い
て
は
、

８
月
２４
日
に
発
足
し
た
第
３０
次
地

方
制
度
調
査
会
で
の
議
論
が
、
本

会
に
と
っ
て
２３
年
度
に
お
け
る
主

戦
場
の
１
つ
と
な
っ
た
。
菅
総
理

（
当
時
）
か
ら
諮
問
さ
れ
た
項
目

は
▽
議
会
の
あ
り
方
を
は
じ
め
と

す
る
住
民
自
治
の
あ
り
方
▽
我
が

国
の
社
会
情
勢
や
地
域
社
会
な
ど

の
変
容
に
対
応
し
た
大
都
市
制
度

の
あ
り
方
▽
東
日
本
大
震
災
を
踏

ま
え
た
基
礎
自
治
体
の
担
う
べ
き

役
割
や
行
政
体
制
の
あ
り
方
―
―

の
３
点
。
第
３０
次
地
制
調
で
は
片

山
総
務
相
（
当
時
）
の
後
押
し
も

あ
り
、
住
民
自
治
の
強
化
規
定
な

ど
を
盛
り
込
ん
だ
地
方
自
治
法
の

改
正
案
に
つ
い
て
、
ま
ず
審
議
す

る
こ
と
と
さ
れ
た
�
前
号
参
照
。

３
�
消
防
防
災
体
制
の
充
実
強
化

２３
年
３
月
の
東
日
本
大
震
災
発

生
以
来
、
消
防
防
災
体
制
の
一
層

の
強
化
を
図
る
機
運
が
高
ま
る
な

か
、
第
３
次
補
正
が
１１
月
２１
日
に

成
立
。
消
防
防
災
設
備
災
害
復
旧

補
助
金
に
４３
兆
円
、
無
償
使
用
制

度
に
よ
り
整
備
し
た
消
防
設
備
の

復
旧
に
０
・
５
億
円
、
消
防
防
災

通
信
基
盤
の
緊
急
整
備
に
１
５
２

億
円
、
緊
急
消
防
援
助
隊
の
機
能

強
化
に
５６
億
円
が
措
置
さ
れ
た
。

ま
た
、
２４
年
度
の
消
防
庁
予
算

で
は
、
概
算
要
求
枠
総
額
が
対
前

年
度
比
２２
・
５
％
減
の
１
０
２
億

円
に
と
ど
ま
っ
た
が
、
「
日
本
再

生
重
点
化
措
置
」
要
望
額
や
「
東

日
本
大
震
災
復
旧
・
復
興
」
要
求

額
を
加
え
た
総
額
で
は
、
対
前
年

度
比
６
・
４
％
増
の
２
７
２
億
円

を
確
保
し
た
。

４
�
過
疎
地
域
の
自
立
促
進

過
疎
自
立
等
自
立
活
性
化
推
進

交
付
金
は
、
前
年
度
同
額
と
な
る

５
億
円
を
確
保
。
生
活
の
安
心
・

安
全
確
保
対
策
、
産
業
振
興
、
集

落
の
維
持
・
活
性
化
対
策
な
ど
、

ソ
フ
ト
事
業
に
対
し
幅
広
く
支
援

す
る
こ
と
と
し
て
い
る
。
ま
た
、

定
住
促
進
団
地
の
整
備
、
空
き
家

活
用
事
業
な
ど
に
対
し
て
も
補
助

す
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

辺
地
対
策
事
業
債
は
２４
年
度
地

方
債
計
画
で
、
前
年
度
か
ら
１５
億

円
減
の
３
９
７
億
円
と
な
っ
た
。

し
か
し
過
疎
対
策
事
業
債
に
つ
い

て
は
、
前
年
度
か
ら
２
０
０
億
円

の
増
額
と
な
る
２
９
０
０
億
円
を

確
保
し
た
。
両
事
業
債
を
合
計
す

る
と
３
２
９
７
億
円
と
な
り
、
２３

年
度
の
３
１
１
２
億
円
か
ら
１
８

５
億
円
の
増
額
が
図
ら
れ
た
。

５
�
合
併
市
町
村
に
対
す
る
支
援

の
拡
充

合
併
特
例
債
の
起
債
期
間
の
特

例
を
定
め
る
「
東
日
本
大
震
災
に

よ
る
被
害
を
受
け
た
合
併
市
町
村

に
係
る
地
方
債
の
特
例
に
関
す
る

法
律
」
が
８
月
２４
日
に
成
立
し
、

８
月
３０
日
に
施
行
さ
れ
た
。
同
法

施
行
に
よ
り
、
２３
年
度
に
合
併
特

例
債
を
起
こ
す
こ
と
が
で
き
る
合

併
市
町
村
で
あ
り
、
特
定
被
災
区

域
と
な
っ
て
い
る
自
治
体
に
つ
い

て
は
、
同
債
を
起
こ
す
こ
と
が
可

能
な
期
間
を
５
年
延
ば
す
。
延
長

対
象
と
な
っ
た
自
治
体
は
８
月
１７

日
の
段
階
で
７２
市
町
に
及
ん
だ
。

６
�
基
地
対
策
関
係
予
算
の
確
保

２４
年
度
政
府
予
算
案
で
は
、
総

務
省
所
管
の
基
地
対
策
交
付
金
が

２
６
７
・
４
億
円
、
調
整
交
付
金

が
６８
億
円
、
い
ず
れ
も
前
年
度
と

同
額
を
確
保
し
た
。
防
衛
省
所
管

の
基
地
周
辺
対
策
経
費
も
前
年
度

と
同
額
を
確
保
。
１
１
８
５
億
円

を
確
保
し
、
学
校
や
病
院
の
防
災

機
能
を
整
備
す
る
こ
と
と
し
た
。

７
�
治
安
対
策
の
強
化
等

２４
年
度
の
警
察
庁
予
算
案
は
、

前
年
度
か
ら
１
１
７
億
円
の
増
額

と

な

る
２
５
６
８
億

円
。
特

に

「
組
織
犯
罪
対
策
の
推
進
」
が
強

化
さ
れ
、
５
億
円
の
増
額
と
な
る

４６
・
６
億
円
を
確
保
し
た
。

８
�
北
方
領
土
返
還

２４
年
度
予
算
案
と
し
て
前
年
度

か
ら
２
・
４
億
円
減
の
１８
・
２
億

円
を
確
保
し
、
若
い
世
代
へ
の
啓

発
・
教
育
機
会
の
拡
充
な
ど
が
図

ら
れ
る
。

９
�
人
権
救
済
制
度
の
確
立

２４
年
度
法
務
省
人
権
擁
護
局
予

算
案
は
３３
億
円
。
人
権
侵
害
に
よ

る
被
害
者
救
済
活
動
の
充
実
強
化

な
ど
が
図
ら
れ
る
。

前
号
�
本
紙
第
１
８
２
７
・
２
８
号
�
で
は
、
本
会
委
員
会
の
中

で
も
地
方
行
政
委
員
会
が
所
管
す
る
分
野
の
う
ち
、
地
方
制
度
調
査

会
が
審
議
し
て
き
た
地
方
自
治
法
改
正
案
へ
の
対
応
な
ど
に
焦
点
を

当
て
、
概
要
を
紹
介
し
た
。
今
号
で
は
地
行
委
が
平
成
２３
年
度
に
活

動
し
て
き
た
要
請
内
容
の
結
果
に
つ
い
て
、
全
般
的
に
網
羅
し
て
紹

介
す
る
こ
と
と
す
る
。
合
わ
せ
て
今
号
で
は
、
地
方
財
政
委
員
会
が

活
動
し
て
き
た
要
請
内
容
の
結
果
に
つ
い
て
も
紹
介
す
る
。

２３年度

本

会

委
員
会

活活
動動
結結
果果
のの
概概
要要
〈２〉

第１８２９号 平成２４年４月１５日 （２）（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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地地
方方
財財
政政
委委
員員
会会

▽
地
方
財
政
計
画
の
概
要

平
成
２４
年
度
の
地
財
計
画
は
通

常
収
支
分
の
ほ
か
、
東
日
本
大
震

災
分
を
別
枠
で
加
え
た
２
本
立
て
。

震
災
枠
を
別
途
設
け
「
震
災
復
興

特
別
交
付
税
」
を
創
設
し
た
。

地
財
計
画
の
う
ち
、
通
常
収
支

分

の

規

模

は
８１
兆
８
６
４
７
億

円
。
財
政
状
況
が
厳
し
い
な
か
、

前
年
度
か
ら
の
減
少
幅
を
微
減
に

と
ど
め
た
。
一
般
財
源
の
総
額

は
、
政
府
が
８
月
１２
日
に
閣
議
決

定
し
た
中
長
期
財
政
フ
レ
ー
ム
に

沿
い
つ
つ
、
前
年
度
と
同
水
準
の

５９
兆
６
２
４
１
億

円

を

確

保

し

た
。
地
方
税
及
び
地
方
譲
与
税

は
、
３５
兆
９
１
８
４
億

円

を

確

保
。
前
年
度
と
比
べ
３
３
９
８
億

円
の
増
額
と
な
っ
た
。

新
た
に
別
枠
と
し
て
設
け
ら
れ

た
東
日
本
大
震
災
分
で
は
、
震
災

復
興
特
別
交
付
税
と
し
て
６
８
５

５
億
円
を
確
保
し
た
。
直
轄
・
補

助
事
業
の
地
方
負
担
分
と
し
て
３

３
８
４
億
円
、
地
方
単
独
事
業
分

と
し
て
２
２
０
０
億
円
、
税
制
上

の
臨
時
的
特
例
措
置
等
に
伴
う
減

収
分
と
し
て
１
２
７
１
億
円
が
措

置
さ
れ
る
。

通
常
収
支
分
の
う
ち
、
地
方
交

付
税
に
つ
い
て
は
、
実
際
に
地
方

自
治
体
へ
配
分
す
る
出
口
ベ
ー
ス

で
１７
兆
４
５
４
５
億
円
を
確
保
し

た
。
２３
年
度
と
比
べ
８
１
１
億
円

増
と
な
り
５
年
連
続
の
増
額
確
保

と
な
っ
た
。

総
務
省
と
財
務
省
に
よ
る
地
財

決
着
の
内
容
は
、
十
分
に
評
価
で

き
る
も
の
。
地
財
決
着
を
受
け
、

地
方
六
団
体
が
１２
月
２２
日
に
発
表

し
た
共
同
声
明
で
も
、
地
方
側
へ

配
慮
し
た
政
府
の
姿
勢
に
高
評
価

を
与
え
た
�
本
紙
第
１
８
１
８
号

参
照
。

こ
の
ほ
か
地
方
の
財
源
不
足
を

補
填
、
地
方
交
付
税
の
代
替
的
な

性
格
を
有
す
る
臨
時
財
政
対
策
債

は
６
兆
１
３
３
３
億
円
に
と
ど
め

た
。
臨
財
債
は
地
方
交
付
税
の
不

足
額
を
地
方
債
で
穴
埋
め
す
る
制

度
で
、
い
わ
ば
地
方
の
借
金
。
こ

の
た
め
、
本
会
の
地
方
財
政
委
員

会
も
臨
財
債
を
発
行
せ
ず
、
地
方

交
付
税
に
よ
っ
て
財
源
を
賄
う
べ

き
だ
と
主
張
し
て
き
た
。
結
果
、

２４
年
度
は
前
年
度
比
２
６
０
億
円

減
と
、
わ
ず
か
な
が
ら
抑
制
す
る

こ
と
が
で
き
た
。

▽
社
会
保
障
・
税
一
体
改
革

２３
年
度
は
、
社
会
保
障
・
税
一

体
改
革
へ
の
対
応
に
追
わ
れ
た
１

年
間
と
も
い
え
る
。
法
定
化
後
初

と
な
る
国
と
地
方
の
協
議
の
場
が

６
月
１３
日
に
開
催
さ
れ
て
以
来
、

協
議
の
場
に
お
け
る
主
役
の
座
は

常
に
一
体
改
革
で
あ
っ
た
と
い
っ

て
も
過
言
で
は
な
い
。

増
嵩
の
一
途
を
辿
る
社
会
保
障

費
を
賄
う
た
め
、
消
費
税
の
税
率

引
き
上
げ
を
政
府
は
目
指
し
て
い

る
。
し
か
し
当
初
、
政
府
は
社
会

保
障
の
全
体
像
を
見
よ
う
と
せ

ず
、
国
の
所
管
分
野
に
限
定
し
て

議
論
を
進
め
よ
う
と
し
て
い
た
。

社
会
保
障
の
全
体
像
を
捉
え
る

に
は
、
国
と
地
方
の
役
割
分
担
に

関
す
る
認
識
を
政
府
全
体
と
し
て

共
有
し
て
お
く
必
要
が
あ
る
。
総

務
省
が
調
査
し
た
費
用
推
計
に
よ

る
と
、
ガ
ン
検
診
や
乳
幼
児
検
診

な
ど
地
方
が
単
独
で
実
施
し
て
い

る
事
業
の
総
経
費
は
６
・
２
兆
円

に
及
ぶ
。
う
ち
増
税
に
あ
た
り
、

消
費
税
収
を
国
と
按
分
し
て
充
て

る
べ
き
地
方
単
独
事
業
費
は
５
・

１
兆
円
。
し
か
し
厚
生
労
働
省
は

総
務
省
と
見
解
を
異
に
し
、
国
民

健
康
保
険
制
度
や
予
防
接
種
な
ど

を
消
費
税
増
収
分
の
配
分
対
象
に

含
め
ず
、
地
方
単
独
事
業
は
３
・

８
兆
円
と
主
張
し
た
。
増
収
分
の

配
分
を
巡
り
、
国
と
地
方
の
激
し

い
議
論
の
応
酬
と
な
っ
た
。

最
終
的
に
年
末
ま
で
議
論
が
も

つ
れ
た
結
果
、
厚
労
省
案
を
ベ
ー

ス
と
し
つ
つ
、
増
収
分
の
適
用
範

囲
を
拡
大
す
る
こ
と
で
決
着
。
消

費
税
の
５
％
引
き
上
げ
が
実
現
し

た
場
合
、
増
収
分
の
配
分
割
合
を

国
３
・
４６
％
、
地
方
１
・
５４
％
と

す
る
こ
と
で
決
着
し
た
。

▽
車
体
課
税

１２
月
１０
日
に
閣
議
決
定
し
た
２４

年
度
税
制
改
正
大
綱
で
は
車
体
課

税
、
と
り
わ
け
地
方
財
政
を
維
持

す
る
た
め
に
欠
か
せ
な
い
自
動
車

重
量
税
に
つ
い
て
１
５
０
０
億
円

の
削
減
を
決
定
。
同
時
に
２４
年
３

月
で
期
限
が
切
れ
る
エ
コ
カ
ー
減

税
は
、
対
象
車
の
燃
費
基
準
を
厳

し
く
し
た
う
え
、
２７
年
度
ま
で
の

３
年
間
延
長
を
決
定
し
た
。

国
税
で
あ
る
自
動
車
重
量
税
、

都
道
府
県
民
税
で
あ
る
自
動
車
取

得
税
に
つ
い
て
は
、
自
動
車
業
界

や
経
済
産
業
省
な
ど
か
ら
課
税
制

度
が
煩
雑
で
あ
る
こ
と
の
ほ
か
、

二
重
・
三
重
課
税
と
な
っ
て
い
る

問
題
点
を
指
摘
し
、
両
税
を
廃
止

す
べ
き
と
訴
え
て
い
た
。
業
界
関

係
者
ら
と
し
て
は
輸
出
へ
の
影
響

を
に
ら
み
、
歴
史
的
な
円
高
に
よ

る
打
撃
を
少
し
で
も
和
ら
げ
た
い

と
こ
ろ
。

重
量
税
は
国
税
で
あ
る
も
の
の

税
収
の
４
割
は
譲
与
税
と
し
て
地

方
へ
と
配
分
さ
れ
る
。
２３
年
度
予

算
・
地
方
財
政
計
画
ベ
ー
ス
で
は

約
３
０
０
０
億
円
が
地
方
へ
配
分

さ
れ
て
お
り
、
地
方
に
と
っ
て
貴

重
な
財
源
と
な
っ
て
い
る
。

重
量
税
廃
止
は
地
方
の
財
源
に

も
跳
ね
返
る
た
め
、
そ
れ
だ
け
で

地
方
を
納
得
さ
せ
る
こ
と
は
困

難
。
そ
こ
で
政
府
は
自
動
車
業
界

に
配
慮
し
つ
つ
、
地
方
へ
の
影
響

を
最
小
限
に
抑
え
る
た
め
、
エ
コ

カ
ー
減
税
制
度
に
着
目
し
た
。

エ
コ
カ
ー
減
税
は
自
動
車
の
取

得
時
、
一
定
の
燃
費
基
準
を
満
た

す
自
動
車
の
自
動
車
取
得
税
を
軽

減
す
る
措
置
。
環
境
対
象
車
の
普

及
・
促
進
を
目
的
に
２１
年
度
か
ら

導
入
さ
れ
、
２３
年
８
月
登
録
の
新

車
の
実
に
８
割
が
減
税
対
象
車
に

該
当
し
て
い
た
。
し
か
し
、
エ
コ

カ
ー
減
税
の
対
象
で
あ
る
自
動
車

取
得
税
は
地
方
に
と
っ
て
固
有
の

財
産
。
減
税
は
地
方
財
政
を
圧
迫

す
る
制
度
と
も
な
っ
て
い
た
。

政
府
は
２４
年
度
の
税
制
改
正
大

綱
で
燃
費
基
準
を
改
正
し
ハ
ー
ド

ル
を
高
く
す
る
こ
と
で
、
重
量
税

の
減
収
分
と
エ
コ
カ
ー
減
税
の
減

収
幅
の
圧
縮
で
均
衡
さ
せ
る
こ
と

を
決
定
。
地
方
側
の
主
張
に
一
定

程
度
配
慮
す
る
格
好
と
な
っ
た
。

▽
児
童
手
当

子
ど
も
に
対
す
る
手
当
て
等
は

２４
年
度
の
国
と
地
方
の
費
用
負
担

割
合
を
２
対
１
と
す
る
こ
と
で
決

着
。
年
少
扶
養
控
除
廃
止
に
伴
う

住
民
税
の
増
収
分
５
０
５
０
億
円

の
う
ち
、
２
４
４
０
億
円
を
充
当

す
る
�
詳
細
は
次
号
掲
載
の
社
会

文
教
委
員
会
に
お
け
る
要
望
結
果

概
要
で
紹
介
。

▽
免
税
軽
油
制
度
の
存
続

９
月
定
例
会
で
各
市
か
ら
最
多

と
な
る
意
見
書
・
決
議
数
が
寄
せ

ら
れ
た
免
税
軽
油
制
度
�
本
紙
第

１
８
１
７
号
参
照
�
は
、
課
税
免

除
の
特
例
期
間
を
３
年
間
延
長
す

る
。
免
税
軽
油
制
度
に
つ
い
て

は
、
２３
年
度
末
で
期
限
切
れ
を
迎

え
る
予
定
だ
っ
た
。
し
か
し
農
業

や
漁
業
な
ど
、
燃
油
を
多
く
使
用

す
る
産
業
界
へ
の
打
撃
を
不
安
視

す
る
地
方
の
声
に
後
押
し
さ
れ
、

政
府
は
延
長
措
置
を
講
じ
る
こ
と

と
し
た
。
【
４
ペ
ー
ジ
へ
続
く
】

地
行
委
に
引
き
続
き
地
方
財
政
委
員
会
に
つ
い
て
も
、
ポ
イ
ン
ト

と
な
っ
た
項
目
に
焦
点
を
当
て
た
の
ち
、
要
望
の
成
果
を
網
羅
し
て

解
説
す
る
こ
と
と
す
る
。
３
面
で
は
、
ま
ず
ポ
イ
ン
ト
を
紹
介
す
る
。

（３） 平成２４年４月１５日 第１８２９号（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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３
面
に
引
き
続
き
、
４
面
で
も

地
方
財
政
委
員
会
の
要
望
結
果
の

概
要
を
紹
介
す
る
。
３
面
で
は
、
地
財
委
が
取
り
扱
っ
た
案
件
の
中

で
も
、
特
に
焦
点
と
な
っ
て
い
た
課
題
を
取
り
上
げ
紹
介
し
た
。
４

面
で
は
、
地
財
分
野
の
全
体
像
に
つ
い
て
迫
っ
て
み
る
。

１
�
地
方
一
般
財
源
総
額
の
確
保

平
成
２４
年
度
政
府
予
算
案
の
一

般
会
計
フ
レ
ー
ム
で
は
、
前
年
度

か
ら
２
兆
７
７
７
億
円
の
減
と
な

る
９０
兆
３
３
３
９
億
円
の
歳
入
を

見
込
ん
で
い
る
。
内
訳
は
、
税
収

が
４２
兆
３
４
６
０
億
円
、
そ
の
他

収
入
が
３
兆
７
４
３
９
億
円
、
公

債
金
が
４４
兆
２
４
４
０
億
円
。
対

前
年
度
比
で
み
る
と
、
税
収
は
１

兆
４
１
９
０
億
円
の
増
を
見
込
ん

で
い
る
も
の
の
、
そ
の
他
収
入
は

３
兆
４
４
２
７
億
円
の
減
を
見
込

む
。
公
債
金
は
前
年
度
か
ら
５
４

０
億
円
の
減
と
し
、
公
債
依
存
度

の
圧
縮
に
努
め
た
。
た
だ
し
基
礎

年
金
国
庫
補
助
負
担
金
の
財
源
不

足
を
賄
う
「
年
金
交
付
国
債
」
は

制
度
上
、
公
債
金
に
含
ま
れ
な
い

た
め
、
新
規
国
債
発
行
額
に
は
含

ま
れ
て
い
な
い
。

歳
入
と
見
込
む
９０
兆
３
３
３
９

億
円
の
使
い
道
は
、
国
債
費
と
し

て
対
前
年
度
比
３
９
５
１
億
円
増

の
２１
兆
９
４
４
２
億
円
へ
当
て
ら

れ
る
ほ
か
、
地
方
交
付
税
交
付
金

な
ど
を
含
む
基
礎
的
財
政
収
支
対

象
経
費
へ
当
て
ら
れ
る
。
同
経
費

は
対
前
年
度
比
２
兆
４
７
２
８
億

円
減
の
６８
兆
３
８
９
７
億
円
と
さ

れ
、
借
金
返
済
の
し
わ
寄
せ
が
同

経
費
へ
と
波
及
し
た
様
相
を
呈
し

て
い
る
。
同
経
費
の
う
ち
、
地
方

交
付
税
交
付
金
等
に
は
、
対
前
年

度
比
で
１
９
０
５
億
円
減
と
な
る

１６
兆
５
９
４
０
億
円
が
当
て
ら
れ

て
い
る
。
た
だ
し
、
こ
の
額
は
あ

く
ま
で
も
入
り
口
ベ
ー
ス
の
金

額
。
実
際
に
自
治
体
へ
配
分
さ
れ

る
出
口
ベ
ー
ス
で
は
、
対
前
年
度

比
８
１
２
億
円
増
の
１７
兆
４
５
４

５
億
円
が
確
保
さ
れ
て
い
る
。

こ
の
ほ
か
東
日
本
大
震
災
復
興

特
別
会
計
（
仮
称
）
が
新
た
に
設

け
ら
れ
、
一
般
会
計
か
ら
５
５
０

７
億
円
が
繰
り
入
れ
ら
れ
る
こ
と

と
な
っ
た
。
特
会
の
規
模
は
３
兆

７
７
５
４
億
円
。
震
災
か
ら
の
復

興
経
費
な
ど
へ
当
て
ら
れ
る
。

２
�
都
市
税
源
等
の
充
実
強
化

市
町
村
に
お
け
る
基
幹
税
目
の

１
つ
が
固
定
資
産
税
。
２４
年
度
は

固
定
資
産
の
評
価
替
え
が
実
施
さ

れ
る
年
に
該
当
す
る
が
、
景
気
の

伸
び
悩
み
な
ど
に
起
因
し
土
地
・

建
物
の
価
格
下
落
が
進
み
、
市
町

村
に
と
っ
て
大
幅
な
減
収
が
見
込

ま
れ
る
。
２４
年
度
税
収
で
は
、
５

０
０
０
億
円
程
度
の
減
収
が
見
込

ま
れ
て
い
る
。
減
収
額
の
圧
縮
に

向
け
、
バ
ブ
ル
期
の
地
価
高
騰
時

に
納
税
者
の
負
担
軽
減
を
図
る
た

め
導
入
さ
れ
た
特
例
措
置
に
つ
い

て
見
直
す
よ
う
、
こ
れ
ま
で
地
財

委
で
は
求
め
て
き
た
。
し
か
し
景

気
が
低
迷
す
る
な
か
、
住
宅
市
場

の
活
性
化
を
図
る
た
め
、
新
築
住

宅
に
対
す
る
固
定
資
産
税
の
減
額

措
置
特
例
は
延
長
さ
れ
る
こ
と
と

な
っ
た
。
し
か
し
不
公
平
是
正
の

観
点
か
ら
、
住
宅
用
地
に
対
す
る

措
置
特
例
に
つ
い
て
は
２４
年
度
と

２５
年
度
、
そ
れ
ぞ
れ
経
過
措
置
を

講
じ
た
う
え
で
２６
年
度
に
廃
止
さ

れ
る
こ
と
と
さ
れ
た
。
一
定
程
度

の
改
善
が
図
ら
れ
た
と
い
え
る
。

環
境
関
連
税
制
の
う
ち
、
自
動

車
関
係
諸
税
の
関
係
に
つ
い
て
は

３
面
に
掲
載
の
と
お
り
。
こ
の
ほ

か
地
球
温
暖
化
の
原
因
と
な
る
温

室
効
果
ガ
ス
の
う
ち
、
９
割
を
占

め
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
起
源
の
Ｃ
Ｏ
２

に
つ
い
て
は
、
排
出
を
抑
制
す
る

観
点
か
ら
「
地
球
温
暖
化
対
策
の

た
め
の
税
」
を
導
入
す
る
。
全
化

石
燃
料
を
課
税
ベ
ー
ス
と
す
る
石

油
石
炭
税
へ
Ｃ
Ｏ
２

排
出
量
に
応

じ
た
税
率
を
上
乗
せ
し
、
排
出
抑

制
に
向
け
た
取
り
組
み
を
促
す
。

現
行
の
石
油
石
炭
税
で
は
、
原
油

と
石
油
製
品
が
１
キ
ロ
�
当
た
り

２
０
４
０
円
、
ガ
ス
状
炭
化
水
素

が
１
�
当
た
り
１
０
８
０
円
、
石

炭
が
１
�
当
た
り
７
０
０
円
。
そ

れ
ぞ
れ
７
６
０
円
、
７
８
０
円
、

６
７
０
円
を
上
積
み
す
る
。

地地
方方
財財
政政
委委
員員
会会

３
�
地
方
債
資
金
の
所
用
額
確
保

２４
年
度
地
方
債
計
画
の
総
額
は

１３
兆
５
３
９
６
億
円
。
対
前
年
度

比
１
９
４
４
億
円
の
減
と
な
っ
て

い
る
。
こ
の
う
ち
普
通
会
計
分
は

対
前
年
度
比
３
１
１
８
億
円
の
減

と
な
る
１１
兆
１
６
５
４
億
円
、
公

営
企
業
会
計
等
分
は
対
前
年
度
比

１
１
７
４
億
円
の
増
と
な
る
２
兆

３
７
４
２
億
円
。
極
め
て
厳
し
い

財
政
状
況
の
な
か
、
所
要
の
地
方

債
資
金
が
確
保
さ
れ
た
。

ま
た
、
過
去
に
高
金
利
で
借
り

入
れ
た
地
方
債
に
つ
い
て
は
、
公

債
費
負
担
の
軽
減
を
図
る
た
め
２４

年
度
ま
で
の
３
年
間
で
、
年
利
５

％
以
上
の
公
的
資
金
の
補
償
金
免

除
繰
上
償
還
が
１
・
１
兆
円
程
度

で
実
施
さ
れ
る
。
公
的
資
金
と

は
、
旧
資
金
運
用
部
資
金
、
旧
簡

易
生
命
保
険
資
金
、
旧
公
営
企
業

金
融
公
庫
資
金
の
３
つ
を
指
す
。

４
�
地
方
公
営
企
業
の
経
営
健
全

化
等地

方
公
営
企
業
の
経
営
基
盤
を

強
化
す
る
た
め
、
地
方
債
計
画
の

う
ち
公
営
企
業
債
に
つ
い
て
は
、

対
前
年
度
比
１
１
５
２
億
円
の
増

と
な
る
２
兆
４
４
３
２
億
円
が
確

保
さ
れ
た
。
内
訳
は
▽
水
道
事
業

が
対
前
年
度
比
３８
億
円
減
の
３
６

３
６
億
円
▽
交
通
事
業
が
対
前
年

度
比
１
億
円
減
の
２
３
５
６
億
円

▽
病
院
事
業
・
介
護
事
業
が
対
前

年
度
比
５
３
０
億
円
増
の
３
３
７

４
億
円
▽
地
域
開
発
事
業
が
対
前

年
度
比
２
６
３
億
円
減
の
１
３
０

４
億
円
▽
下
水
道
事
業
が
対
前
年

度
比
２
４
９
億
円
増
の
１
兆
１
９

０
８
億
円
―
―
な
ど
と
な
っ
て
い

る
。

５
�
国
庫
補
助
負
担
金
の
整
理
合

理
化地

域
自
主
戦
略
交
付
金
の
拡
充

が
図
ら
れ
る
。
同
交
付
金
は
「
地

域
主
権
戦
略
大
綱
（
２２
年
６
月
２２

日
閣
議
決
定
）」
に
基
づ
き
、
ひ
も

付
き
補
助
金
を
段
階
的
に
廃
止
す

る
と
と
も
に
、
地
域
の
自
由
裁
量

を
拡
大
す
る
た
め
、
２３
年
度
に
創

設
。
初
年
度
は
第
一
段
階
と
し
て

都
道
府
県
分
を
対
象
に
、
投
資
補

助
金
の
一
部
が
一
括
交
付
金
化
さ

れ
た
。
金
額
は
５
１
２
０
億
円
。

２４
年
度
で
は
予
算
額
が
６
７
５

４
億
円
へ
と
増
額
さ
れ
、
都
道
府

県
分
の
対
象
事
業
に
つ
い
て
は
拡

大
が
図
ら
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
ほ

か
、
新
た
に
政
令
指
定
都
市
分
が

創
設
さ
れ
る
こ
と
と
な
り
、
制
度

の
充
実
が
図
ら
れ
る
。

対
象
と
な
る
補
助
金
に
つ
い
て

は
政
令
指
定
都
市
分
だ
と
▽
学
校

施
設
環
境
改
善
交
付
金
の
一
部
▽

水
道
施
設
整
備
費
補
助
の
一
部
▽

社
会
福
祉
施
設
等
施
設
整
備
費
補

助
金
の
一
部
▽
工
業
用
水
道
事
業

費
補
助
▽
社
会
資
本
整
備
総
合
交

付
金
の
一
部
―
―
な
ど
。

地
域
自
主
戦
略
交
付
金
は
内
閣

府
が
窓
口
と
な
る
。
内
閣
府
が
配

分
額
を
自
治
体
へ
通
知
し
た
の

ち
、
自
治
体
が
自
由
に
事
業
を
選

択
す
る
。
内
閣
府
は
自
治
体
の
意

思
に
基
づ
き
、
各
府
省
へ
移
し
替

え
て
交
付
す
る
こ
と
と
な
る
。
な

お
、
内
閣
府
か
ら
自
治
体
へ
の
配

分
額
の
通
知
に
当
た
っ
て
は
、
客

観
的
指
標
に
基
づ
く
恣
意
性
の
な

い
配
分
と
さ
れ
て
い
る
。
２４
年
度

で
は
、
対
象
事
業
が
８
府
省
１８
事

業
へ
と
拡
大
さ
れ
た
。
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